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要 旨 ： 本研究 は耐震性 能 が 劣 る既存 RC 造建物 に 粘性 ・粘弾性 ダ ン パ ーを 組 み 込 む こ とで 制

振補強す る 際 の 設計法 に 関す る 研究 で あ るtt制振補強建物 の 耐震診断指標 1，値をダ ン パ ーに

よ る付加減衰を用 い て 評価 し，従来型 耐震 補強 と同様 に 耐震診断基 準に基 づ い た制振補強設

計法を提案 した、提案 し た設計法で制振補 強 した建物 と従来型 の 耐震 補強建物 との 応答 を比

較す る こ と に よ り，本設 計法の 妥当性 を検証 し た。
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1．はじめに

　既存建物 に粘性 ・粘弾性 ダン パ ー
を取 り付け

る こ とに よ り，エ ネ ル ギ ー
吸収性 能 を高め る こ

と で 耐震 性能 を向 上 させ る制振 補強 の 研 究 ・
開

発 が 行 われ て きた
L｝
。こ の 補強方法は従来の 鉄骨

ブ レ
ー

ス な どを用 い て建物 の 強 度や 変形制御性

能を高め る補強法 と は 異な り ， 建物 に 減衰効 果

を付加する こ とで エ ネル ギー吸収を行 い ，建 物

の 変形 を抑制 させ る応答制御型 の 補強法で あ る。

従来の 耐震補強 の 設計で は ，耐震診断
2）
で 得 られ

た構造 耐震指標 Is値に基づ い て ，必要 な強度や

変形制 御性能 な どの 補強 量を算出す るu それ に

対 し ， 制振補 強 され た建物 の 場 合，耐震診断 基

準に対応 し た補 強設 計 法 が 確立 され て お らず ，

耐震安全性 は 時刻 歴応答解析 に よ り検 討す るの

が
一

般 的 で あ る。

　そ こ で 本報で は まず ，制振補強 し た建物 の 等

価粘性 減衰を ダ ン パ ー，ブ レース ，建 物 の 剛 性

比 に 基 づ い て 評価 し，剛性 比 が等価粘性 減衰 に

及 ぼす影響を調 べ た。また，ダ ン パ ー設置 に よ

る付加減衰に 対応 し た耐震診断指標 Is値 の 増加

率 を表 す指標 と して 耐震性能割増係数 D（h）を定

義す る こ とに よ り，地震応答解析を行わずに ダ

ン パ ー
の 必 要補強 量 を算出す る設 計法 の 検討及

び検証 を行 っ た、，

2，粘弾性ダン パ ー補強建物

2，1 粘弾性体の 力学特性

　 ダ ン パ ーは ，図一 1 の よ う な復元 力特性 を有

し て お り，そ の 力 学特性 や エ ネ ル ギ ー吸収 能 力

（損失係数 n ）は 温 度 ・振動数 ・振幅に 依存す

る こ とが 既 往 の 研 究
コ）
で 報告 され て い る。

　 kde： 等価剛性

　 k’

d ： 弾性 剛性

　 k”

d ： 損失剛性

　　η ： 損失係数

図
一 1　 粘弾性体の 力学的特性

2，2 等価剛性
・等価 粘性減衰

　粘 弾性 ダ ン パ ー
の 等価 剛性 kd。 は図

一 1 よ り，

複 素剛性 の 絶対値 と し て 式（1｝で 定義 され て い る。

ダン パ ー補 強建物 を 1 質点系 にモ デ ル 化 する と，

既 存建物 と支持 部材 ・ダン パ ー
がそれ ぞれ 並列

に ，支持 部材 とダ ン パ ー
が直 列 の 関係 とな る．、

こ こ で ，等価線形 化法 で は 等 価減衰 と等価 剛性

を有する等価線形 系で最大応答 を模擬す る もの

で あ る。よ っ て ，系全体 の 等価剛性 ICcは 最大変

形 時の 剛性 と して ，式（2）で 定義す る。
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　 こ の とき既存建物 の 等価剛 性 を kf，ブ レ
ー

ス

の 剛性 を kb とす る 。

　 また，支持 部材 の 鉄骨ブ レ ース は 弾性 と仮定

し て ，粘弾性 ダ ン パ ー
の 履歴吸収 エ ネル ギーを

△Wd と して ，系全体の ポテ ン シ ャ ル エ ネル ギー

を W と す る。粘 弾性 ダン パ ー
を用 い て 耐震補強

し た 建物にお ける ，ダン パ ー
を設置 した こ とによ

る等価粘性減衰 の 増加 分 dh 。 q は式（3）で 表される 。

　　　　九 ÷ 半一

礬　　…

　　　 こ とが わか り，粘 弾性 ダ ン パ ー
の 減衰 性能 は剛

（1＞
　　　性 比 観 丸

，
に 影響 され る。d幅 は 碍 々

i
の 値 に よ っ

　　　て 異な る も の の ，い ずれ の 場合 も概ね 鰯 砿 が

（2）　 0．3 付近 で 極 大値 とな る。よ っ て 本報 で は
，
粘 弾性

　　　 ダ ン パ ー
の 減 衰 効 率 を 考 慮 し て 剛 性 比 が

　　　 k；！k，
≦o．3の 範囲 で 設計を行 うこ と とす る。

　 こ こ で ，支持部材 とダ ン パ ーは 直列の 関係 に

あ り，そ の 変形 の 比 yb ：ydは 剛性 の 逆比 kb ：kd，

に対応 して い る こ とが既往 の 研究
4｝

よ り分か っ

て い る。よ っ て 、ダ ン パ ーの 変形は 全体 の 変形

よ り支持部材 とダン パ ー
の 剛性 の 比 kb ：kdeを用

い て式（4）の よ うに表す こ とが で き る。

　　　　　k
，　　　　　　 1

　　 　　　 　　 　　 　　 　　　 　 ツ 　　 　 〔4）　 　 y、t ＝　 　 　 　 　 　 　 ツ
＝

　　　　　　　　　1＋ 》「轟 二μ，
　　　　kA＋ k

，，

　よ っ て ， 等価粘性減衰 の 増 加分 dh ，q は 式（5）に

示 す よ うに ダ ン パ ー・支持 部材・建物 の 剛性 の 比

k；　！k，
　，k；！k，

で 表す こ とが で きる。

　　　　　　　・1．論 露丁
ん 一÷

△

砦一

　　　　　　　・〔纛 ・

1．舷）
（5）

　図
一 2 に は ダ ン パ ー・支 持部材 の 剛性 比 k；！kh

と等価粘性減衰 dh 。q
の 関係 を示す 。 本報で は ア ク

リル 系粘弾性 体材料 の 粘弾性 ダ ン パ ーを対象 と

し，k’d，　 n の 値 は 笠 井 ら に よ り提 案 され て い る

算出式
3）
を用 い て 基準温度 20℃ の 場 合で 検討 し

た．図一2 よ り等価粘性減衰 dh ，g
は極大値 を持 つ

0．2

望

鳬ω 5
悩

韋」 0」

巽
罩
誹0．05

06

k，

d！kb＝O．3

図一2

0．2　　　0，4　　　0．6　　　0．8　　　　1

　　　岡II怫 比 （k
「
d！kb）

等価粘性減衰と剛 性比の関係

3．制振補強設計法

3．1 耐震診断基準 に基づ く補強概念

　従 来型 の 補強 で は 目標の 1、値 に対 して ，耐震

壁 や鉄骨 ブ レ
ー

ス な どを既 存建物 の フ レ ーム 内

に 増設す る こ と に よ り，建物 の 保 有水 平耐力 を

高 め る とい っ た 強度型 の 方 法 や ，既 存 建 物 の 独

立柱 の 周 り を RC や FRP で 巻立た り，接続する

腰壁 等 との 間 に 耐震 ス リ ッ トを入れ るな ど し て

建 物の 変形性能 を高め る靭性 型 の 方法 が 考 え ら

れ る。

　制振補強で は 従来型 の 様に，建物本体 の 強度

や靭性 を高め て 補強す る概念は 当 て は ま らな い ，

制振補強 で は図
一3 に示 すよ うに，ダ ン パ ーの

エ ネ ル ギ
ー

吸収能 力 に よ り系全体の減衰が増加

した分 ， み か け ヒ Is値が 増加 し た とみ なす概念

が 当 て は ま る。そ こ で 減衰 の 増 加 に 伴 う 【
， 値 の

増加率を表す値 と し て 耐震性 能割増係数 D（h）を

式（6）の よ うに定義す る。

　　　　 D   ＝ノノ。L

。
1，　 未補強時 の 耐震診 断指標

ノ、：補強後 の 耐震診 断指標

（6）
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　こ こ で D（h）とは，限界耐力法 で 任意 の 減衰 定

数に お け る線形応 答ス ペ ク トル を求 め る際 に 用

い られ て い る減衰補 IE 係 数 f（h｝σ）逆数 に相当す

る もの と考え られ ，制振 デ ィ バ イ ス に よ り 付 加

され る等価 粘性 減 衰 dh。q を用 い て 求 ま る係数 と

す る。

Co・D （h

Co

　　　　　　 Fo　　 Fo・D （h）　　 F

図一3　制振補強（粘性ダン パー
補強 ）概念図

3．2 設計手法

　 まず ，粘性 ダ ン パ ー
で 補強 を行 う際 の 設 計法

に つ い て 示す。図一4 の チ ャ
ー

トに も示 す よ う

に，D（h）を用 い て 必 要減衰 dh。q を求め ，それ よ り

粘性 減衰係数 dC を 算出 で きる。

　次 に 粘弾性 ダ ン パ ーで 補強 し た際の 設 計法 を

以 下 に 示す。粘弾性 ダ ン パ ー
の よ うに剛性 を有

す るダ ン パ ー
の 場合，図

一5 に示す よ うに付 加

減衰 に よ り Isが 増加する効果だ け で は なく耐力

上 昇 に よる効 果 も考慮す る 必 要が あ る。

　まず ，粘 弾性 ダ ン パ
ー

で 補強 し た 際 の 耐震診

断指標 ，lsは ， 式（7）で 表され る。

．t’　＝｛（c。
＋ q ，）・F。｝

・D ｛h）ニcポ F
。

’D ’（h） （7）

こ こ に ・　　C
。
＝

n9 ．1（Z ・R，・4 ・ΣPV）

　　　　　Cd ＝，，　Q．1〔z ・R ，

・4 ・Σ彫）

D（h）：付 加 減 衰 に よ る 耐 震性 能割増 係数

　D   ：付 加 減 衰・耐力 1／；1一を 考慮 した 耐 震性 能割 増 係 数

　こ こ で ，F。 は既 存建物 の 靭性 指標で あ り，oQ 、

は 既 存建物の 保 有水平耐 力で あ り ， dQ ． は 靭性指

標 Foに 相当す る変形 で の 粘弾性 ダ ン パ ーの 耐 力

で あ る。式 （7）の 両 辺 を （］
。

’F
“
で 除す と，式（8）が 得

られ る。

　　　 ∠ン（h）＝0＋ （1
ゴ／Co）

・Z）（h）　　　　　　　　　　　（8）

　 　　　Step　1 ．既 存 建 物の 耐震診断

既 存 建 物 の 耐 震 診断 指 標 。ls（強度指標 C ，靭性 指

標 F）の 算 出。補 強 目標 値 の ，1、を 決定 す る。

　こ の とき・Cd　1（］o は 剛 性 比 k；！k，
，罵／御 を 用

い て 以 下 の 式（9）で 表す 事が で きる。

Step　2 、必要ダン パー
減衰 dh 。q の 算出

　 　 　 　 　 　
　耐 震性 能 割増係数

D（h）を用 い て ，，
IYols

の f直よ り補強 1こ必・要
な ダン パ ー

に よ る付

加 減 衰 d幅 を求 め る、

必 要減衰 dhe9

h）

h

　　　 Step　3 ．粘性 ダン パ ー
の 粘 性 減 衰 dC

　dC
＝2・池 り

・
ω♂ 〃！の 関 係 を用 い て 粘 性 減 衰係数 dC

を 算出す る、こ の と き，kfは既 存 建 物 の F 値 に 対応 し

た 等価剛性 で あ る。

皇 ．（た・ 脇 瑚 ）x ・伽9 1 ．弖
（，）

C
 　　　　　　kf　X アiim9 1 ＋ k；　，

i　k
，
　 kr

　こ の とき， k、1／kf は等価粘性減衰の 式（5）よ り

dh。q を用 い て 式（10）で 表す事が で き る。よ っ て ，

D ’

（h）は 式（11）の よ うにな る。

‘・。−Vli・
2（1＋ kb〆ikl）
　　　　　　 ： 系 全 体

．
の 共 振振 動 数

2＋ k
，it義：厂

図
一4 　粘 性ダ ン パ ー

補強の 設計 チ ャ
ー ト

SLf＝
kf

・〔π高 k
，

2
，
heq（1＋ k；1k，）

丁（1・ …
’kh）’2dheo

（10）

艸・

苑1． 佩 許。岷
一
駄 〕咄

（ll）
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　 こ の とき，kS！k，
は 粘弾性 ダ ン パ ー

の 有効な減

衰効率を考慮 し て 0．3 以 ドの 値 で 設 計時 に任意

に 決 め る値 で あ り， η は既存 建物 の 靭性指標 Fo

に対応 した等価周期よ り算出す る 、
、

　粘 弾性 ダ ン パ ー
で補強す る際に は 以 上 に 示 し

た よ うに 耐 力上昇 を 考慮 した 耐震性 能割増係 数

D
’
（h）を用 い て 設計 を行 う．図

一6 に設計 丁・順 を

示す．、

C

Co＋Cd

Cu
り

・1・1，｝・D （h）

・D ’ω

　　 　　 Step　1 ．既存 建 物 の 耐 震診 断

既 存 建物 の 耐震 診 断指 標 ol、｛強 度 指標 C，靭性 指 標 F）
の 算出。補強 目標値の ，1，を決 定す る

　　　　 Step2 ．必要 ダンパー減衰 uh ，e の 算 出

，肋 増 加 を 櫨 した
・々

耐震†生能 割 増係 数 D
’
（h）

（式〔］1｝） を用 い て，
　 　 　 　 　 　 　 　 冂，1、な，1，の 値 よ り 補弦 に必
　 　 　 　 　 　 　 　 標
要な ダ ン パ ー

に よる付 　値
加減衰，Lher を 求 め る コ

3

＝〔1．L）

Fo

・1「1

F

図
一 5　 粘弾性ダ ン パー補強の 概念図

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 h

． 。
・
騨 糊 生伽 ・一、支讎 繃臟晦 ．に よ ，

　 決 ま り ．二の と き k，Yk，．の 値 は 0．3 以
．
トび）値 とす る．

● 　 n は既 存建 物 の F 値に 刔 応 した 等価周 期 よ り 算出す る

　 Step3 ，補 強建 物 の ダ ン パ ー
剛 性 kliを決定す る。

Step2 上 り求 め た必 要減 袞 dh。g、「司II性比 罵疎．t の 値を 用 い て 式

（10）・k り粘 弾性 グ ン パ ー
と建物 の 剛 性 比 駆 、の 値 を求 ぬ

ダ ン パ ー
剛性 k’d を決 定す る。

4耐 震性能割増係数 D（h）の 算定

4，1 検 討解析概 要

　前節 で 定義 した耐震性能割増係数 D （h）を地 震

応答解析 よ り算定す る，， 解析対 象と し た 既存建

物 は 同 じ復元 力特性を有す る もの と し，質量 の

み を 変 化 させ て 周 期 T−0，2，0．5，1．O，1，5 秒 の 場

合に つ い て検討を行っ た。

　粘性ダ ン パ ー補強 の 場 合，支持部材 は完全 な

剛体 と し，単 に ダ ッ シ ュ ポ ッ トの み を付 加 させ

た単純 な モ デ ル と し た 。 粘弾性 ダ ン パ ーの 支持

部材 で あ る鉄骨ブ レ
ー

ス は 常に 弾性 と し，ブ レ

ー
ス と 建物 との 剛性 比 を k

，fk、＝1 ，5 の 2 種類 で

行 っ た 。

　解析 に用 い た 地震波 は 実測波 と模擬波をそれ

ぞれ 2 波つ つ 用 い た 。 実測波は E］　Ccntro　NS 波，

神 戸海洋気象台 NS 波 の 2 波 を用 い た 。 また模擬

波は 建築基準法告示 の 設 計用応 答 ス ペ ク トル を

基に作成 し，「入 カ レベ ル は極 め て 稀 に 起 こ る 地

震動 と し，地盤 は第 二 種地盤 を想定 した。主

要動 が 8秒 の もの を長波 ， 3秒 の もの を短 波と し

た。加 速度 応答 ス ベ ク トル を図一 7 に 示 す 。

図
一6 　粘弾性ダン パ ー補強の 設計 チ ャ

ー
ト

　　 表一1　検討パ ラ メーター一
覧
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図 一7　 入 力地震波の 加速度応答ス ペ ク トル
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　 こ こ で
， 解析 に よ る 制振 補強建 物 の 耐震診 断

指標 ，
1
、
の 評価方法 を以下 に 示す。

1 ．靭性指標　Fo＝1 で降伏変 形 （終 局 変形） と

　 な る 無 補 強 建 物 を 設 定 す る tt

2 ，無補強 建物 を制振 ダ ン パ ー
で 補強 し た 建

　 物に対 して 入 力地震波倍率 R を変化させ

　 解析 を行 い ，応答 変形 が ち ょ うど終婦変

　 形 とな る 時の 地震波倍率 R
、 を求 め る．

3 ，無 補 強 建 物 に 対 して 地 震 波 倍 率 R 、の 地 震

　 波を入 力 し，建物 の 強度 （強度指標 C）

　 を 変化 させ た モ デル で 解析 を 行 い 応答変

　 形 が ち ょ うど終局変形 となる時 の 終局強

　 度 （強度指標 Cu） を 求 め る．

4 ．制 振 補 強 建 物 の 耐震 診 断 指 標 rls は

　　ノ、＝ Cl、・F。
に 相当す る もの と見なす，

4．2解析結果

　 ま ず ， 粘性 ダ ン パ ーに よ る付 加 減衰 が 耐 震性

能 に 及ぼす影響をみ る た め，1，値 の 増加率 と減衰

との 関係 を図
一8 に示す。また，図 中に D （h）の

式（12），（13）を示 し解析 結果 と比較 した。式（12）は

限界 耐力計 算法 で 用 い られ て い る減衰補 強係 数

t］（h）の 逆数 と した ，図 一8 をみ る と付加減 衰 と 1
、

値 の 関係 は ，建物 周期 よ っ て 結果 に ば らつ きが

み られ る も の の ，式（12）ほ ど 1、 値 は増加 しな い こ

と が分か る、そ こ で ，解析結果 の 平均値 に 近似

す る よ うな式 と し て 式（13）を考え た ． 式（13）は 式

（12）の 平 方根 と し た tt

較 し た 。図
一10 を み る と，粘 性 ダ ン パ ー補 強 と

同様に ，概ね式（13）に よ り解析 結果 の 平均値 が近

似 され て い る v そ こ で ，式（13）の 値を計算値，解

析結果 を応答値 と して ，そ の 比 の 値 の 平均値，

標準偏 差，変動係 数を求め，図
一11 に 示 す。平

均値 は 約 1 と な り，解析結果 の 平 均 値 を よ く 近

似 して い る結果 と な っ た が ，変動係数が 10％ と

ばらつ きが 大き い 。特 に kobe波，短波で危険側

とな る傾向が見 られ た，，
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　次 に粘 弾性 ダ ン パ ー
の 解 析結果 を図

一 9 に 示

す。また，付加減衰 によ る効果 と耐 力上昇 に よ

る効果を考慮 し た耐震性 能 割 増係数 D ’
（h）を式

G3）を用 い て求め 図中に 示 す 。 結果は 短周期 の 建

物 で解析結 果 と D ’
（h）の 値 の 差 が大 きくな る 傾 向

とな っ た。

　 また ， 粘 弾性 ダ ン パ ー
の 耐力上 昇 に よる効 果

を除 い た 場合に つ い て 澗 ll性比 k
，fk，＝1の 時の 結

果 を図一10 に 示 し 粘性 ダン パ ー補強の 場 合と 比

吃）　　　　0．04　　　D．08　　　0．12　0　　　　 0．04　　　0．08　　　0．12
　 　 　 減哀定数h　　　　　　　　　　減衰定 数h

図
一 8　 解析結果 （粘性 ダ ン パ ー

補 強）
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図
一9 解析結果（粘弾性ダン パーの 耐力 を考慮｝
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図
一10解析 結果 （粘 弾性 ダ ン パ ー

補強 ，解 ん
，

＝1）

　 6

鰯
踏・

w 〒
　

　　　　　　　 応答値1計算値

図
一M　D（h）の 算 出式 と解析結果 と の 比較

5．制振補強設計法 の 検証

　本報で 示 し た制振 補強設 計法 で 設 計 された 建

物 の 耐震 性能 を検証す るため に，本 設計 法 で 制

振補強 した 建物 と従来 の 強度型 の 耐震補 強法 で

設 計され た 建物 の 地震応答を 比 較 し た 、，既存建

物を強度指標 C＝0，5，勒性 指標 F＝1 で 降伏変形 が

20mm となる 且s
≡O．5 の モ デ ル と設 定 し，補強後 の

口標値 が
，
ls−0．70，0．75 とな る よ うに，それぞれ

設計法 で 補強 を行 い 地震応答解析 した結 果 を図

一12 に 示す、，入 力は先 に 述 べ た模擬 地震波 を用

い て
， 強度型補 強 が 降伏変 形 を超 えな い よ うな

入 力倍率 で解析 を行 っ た ，また，粘性 ・粘弾性 ダ

ン パ ー
補 強共 に ，式（13）の D （h）を用 い て 設計 を行

い ，粘弾性 ダ ン パ ー
補強 の 剛性比 k；　！k，

は 0．2 と

し た。

　解析 結果 を み る と 粘性 ダ ン パ ー補強 の 場 合は

概ね従来型補強 と 同等 の 変形と なり，目標値 ，1，

に相当する耐震性能 を有す る設計 と い え る ．粘

弾性 ダ ン パ ー補強 の 場合 も 目標値 ，1，に 近 い 耐震

性能を有す る設計が可能で あ る，、
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図
一12　制振補強設計法の 検証

6．ま とめ

　本報で は 制振補強 した建 物 の 等価粘性減衰の

定式 化 及 び ，1耐震 診断基 準 に 基 づ き 補 強 に 必 要

な ダ ン パ
ー

量を算出す る 設 計法 を提案 し た。

（1）等価粘性減衰の 評価

　粘弾性 ダ ン パ ーで 補強 され た建物 の 等価粘性

減 衰 を剛性比 k；／kb，k，1／碍を用 い て 定式 化 した。

ダ ン パ ー
の 減衰性能は 、支持 部材 と の 剛 性比

k；！k，
に よ り決 ま り，本研 究 で は k，11k， の 有 効範

囲 を 0．3 以 ドとしたc

（2）耐震性能 割増係数 D（h）の 算 出

　 ダ ン パ ー
の 付加 減衰 に よ る 耐震診断指標 1

、 値

の 増加率 D（h）を，地震応 答解析結 果 を基 に 算定

した。

（3）制振補 強設計法 の 提 案

　本報で 示 し た 耐震性能割増係数 D （h）を用い

て 設 計す る こ と に よ り制振 ダ ン パ ーで 補強 する

際 も耐震診断基準に 基づ き設計 で きる 目∫能性 を

示 し た。また D （h）の 式に 関 して は今後 ，他 の 地

震動 を用 い て 検討す る必要 が ある と思 われ る。
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